
外
国
人
の
就
労
拡
大
の
た
め
の
在
留

資
格
「
特
定
技
能
１
号
」
で
日
本
に
滞
在

す
る
ベ
ト
ナ
ム
人
は
６
月
末
日
時
点
で
前

年
比
１
５
％
増
の
１
４
万
６
２
７
０
人
だ
っ

た
。
伸
び
率
は
前
年
の
３
０
％
を
大
き
く

下
回
り
、
年
々
鈍
化
し
て
い
る
。
１
号
資

格
者
全
体
の
伸
び
率
３
２
％
も
下
回
っ
た
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ミ
ャ

ン
マ
ー
な
ど
か
ら
の
受
入
れ
が
急
増
し
た

結
果
、
ベ
ト
ナ
ム
が
占
め
る
比
率
は
４
４

％
と
、
制
度
開
始
直
後
の
２
０
１
９
年
６

月
を
除
き
初
め
て
過
半
数
を
割
り
込
ん
だ
。

ベ
ト
ナ
ム
人
材
は
国
籍
別
で
は
な
お
最

大
で
、
人
手
不
足
に
悩
む
日
本
企
業
か
ら

の
ニ
ー
ズ
は
引
き
続
き
強
い
が
、
業
界
関

係
者
は
特
定
技
能
の
出
身
国
の
多
様
化
は

今
後
も
続
く
と
み
て
い
る
。

特
定
技
能
の
主
要
な
供
給
源
が
技
能
実

習
生
だ
。
２
０
２
５
年
６
月
時
点
で
１
号

資
格
者
の
５
６
％
を
技
能
実
習
生
の
終
了

時
に
特
定
技
能
資
格
に
切
り
替
え
た
人
材

が
占
め
た
。
ベ
ト
ナ
ム
人
材
に
限
れ
ば
、

７
１
％
が
技
能
実
習
生
だ
。
実
習
生
全
体

の
約
半
数
を
占
め
る
ベ
ト
ナ
ム
人
材
が
特

定
技
能
の
一
大
予
備
軍
を
形
成
し
、
特
定

技
能
人
材
の
増
加
を
け
ん
引
し
て
き
た
。

１
号
全
体
に
占
め
る
ベ
ト
ナ
ム
人
材
は

２
０
２
２
年
６
月
ま
で
は
６
０
％
を
占
め

て
い
た
。

ベ
ト
ナ
ム
送
出
し
機
関
（
社
長
）
の
話

で
は
、
ベ
ト
ナ
ム
人
の
伸
び
率
鈍
化
に
つ

い
て
「
か
つ
て
は
『
実
習
生
・
特
定
技
能

と
い
え
ば
ベ
ト
ナ
ム
人
』
と
い
う
イ
メ
ー

ジ
が
あ
っ
た
が
、
現
在
は
自
国
・
他
国
を

含
め
、
人
件
費
上
昇
で
選
択
肢
が
多
様
化

し
て
い
る
」
と
説
明
し
て
い
る
。

ベ
ト
ナ
ム
人
の
人
件
費
上
昇
以
外
で
も
、

多
様
化
の
背
景
に
ベ
ト
ナ
ム
以
外
の
国
の

日
本
語
教
育
の
充
実
や
送
出
し
機
関
の
運

営
レ
ベ
ル
の
向
上
が
あ
る
。
ベ
ト
ナ
ム
が

経
済
成
長
に
よ
り
人
件
費
が
今
後
さ
ら
に

上
昇
す
る
と
の
見
立
て
か
ら
「
今
の
う
ち

に
ベ
ト
ナ
ム
以
外
の
国
の
採
用
実
績
を
積

ん
で
お
く
べ
き
だ
」
と
判
断
す
る
日
本
の

企
業
が
増
え
て
い
る
と
分
析
す
る
。

須
藤

康
則

国
籍
別
で
ベ
ト
ナ
ム
に
次
い
で
多
い
の

は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
日
系
製
造
業
の
現
地

進
出
の
拡
大
を
背
景
に
前
年
比
５
７
％
増

の
６
９
３
８
４
人
と
な
っ
た
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
８
７
％
増

３
５
５
５
７
人

フ
ィ
リ
ピ
ン
２
８
％
増

３
２
３
９
６
人

ネ
パ
ー
ル
も
留
学
生
の
増
加
を
背
景
に
、

７
３
％
増
の
９
３
２
９
人
に
拡
大
し
た
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
は
出
国
制
限
で
減
少
傾
向
。

ベ
ト
ナ
ム
の
二
大
送
出
し
先
で
あ
る

日
本
と
台
湾
の
う
ち
、
台
湾
を
選
ぶ
人
材

が
増
え
て
い
る
。
主
な
要
因
は
賃
金
と
並

び
、
就
労
の
ハ
ー
ド
ル
の
低
さ
が
あ
る
。

渡
航
前
の
日
本
語
学
習
を
義
務
付
け
る
日

本
に
対
し
、
台
湾
は
語
学
力
よ
り
も
実
務

経
験
を
重
要
視
す
る
傾
向
に
あ
る
。
台
湾

就
労
に
向
け
た
準
備
期
間
は
２
～
３
ケ
月

ほ
ど
で
、
日
本
の
３
分
の
１
程
度
だ
。

２
０
２
７
年
か
ら
施
行
の
「
育
成
就
労

制
度
」
や
特
定
技
能
制
度
の
拡
充
は
、
制

度
を
衣
替
え
し
た
に
す
ぎ
ず
、
定
住
を
見

据
え
た
実
質
的
な
移
民
政
策
で
あ
り
な
が

ら
、
政
府
は
未
だ
に
「
移
民
政
策
で
は
な

い
」
と
強
弁
し
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
べ

き
課
題
を
曖
昧
に
し
て
い
る
。

仮
に
今
の
ペ
ー
ス
で
外
国
人
の
受
入
れ

を
進
め
れ
ば
、
２
０
４
０
年
代
に
外
国
人

人
口
の
比
率
が
１
０
％
を
超
え
る
と
想
定

さ
れ
、
日
本
社
会
の
構
成
そ
の
も
の
を
根

本
的
に
変
え
て
し
ま
う
お
そ
れ
が
あ
る
。

特
に
重
要
な
の
は
、
諸
外
国
の
失
敗
か

ら
学
ぶ
こ
と
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
で
は
外
国

人
比
率
が
１
６
％
に
達
し
、
極
右
政
党
の

台
頭
と
社
会
の
分
断
を
招
い
た
。
ま
た
、

財
政
的
分
析
に
よ
れ
ば
、
外
国
人
受
入
れ

は
長
期
的
に
は
社
会
保
障
負
担
の
増
大
を

も
た
ら
す
。
こ
れ
ら
の
事
実
を
踏
ま
え
、

外
国
人
受
入
れ
は
真
に
必
要
な
分
野
に
限

定
し
、
持
続
可
能
で
秩
序
あ
る
受
入
れ
を

構
築
す
る
べ
き
で
あ
る
。

同
時
に
、
労
働
者
不
足
の
問
題
が
安
易

な
外
国
人
受
入
れ
に
つ
な
が
る
こ
と
の
な

い
よ
う
、
省
人
化
技
術
の
導
入
、
Ａ
Ｉ
や

ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
の
活
用
、
Ｄ
Ｘ
に
よ
る
生

産
性
向
上
、
規
制
改
革
に
よ
る
新
産
業
創

出
、
女
性
、
高
齢
者
、
障
害
者
の
労
働
参

加
推
進
な
ど
、
国
内
の
潜
在
力
を
最
大
限

に
引
き
出
す
改
革
を
進
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

労
働
人
口
減
少
と
い
う
課
題
の
解
決
は
、

外
国
人
の
流
入
に
よ
っ
て
で
は
な
く
、
日

本
人
の
出
生
率
の
改
善
、
お
よ
び
、
人
口

減
少
を
前
提
と
し
た
社
会
構
造
の
転
換
に

よ
っ
て
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
一
方
で

外
国
人
の
受
入
れ
は
我
が
国
を
経
済
的
・

文
化
的
に
豊
か
に
発
展
さ
せ
る
人
材
の
獲

得
と
い
う
目
線
で
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

と
提
言
し
て
い
る
。

※
外
国
人
政
策
及
び

「
移
民
問
題
」
に
関
す
る
政
策
提
言
よ
り
抜
粋
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東
日
本
経
友
会
通
信

ベ
ト
ナ
ム
人
材
シ
ェ
ア
低
下

初
の
過
半
数
割
れ

特
１

「
日
本
維
新
の
会
」が
訴
え
る「
外
国
人
政
策
」

特
１

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
フ
ィ
リ
ピ
ン
拡
大

就
労
ハ
ー
ド
ル
の
低
さ
で「
台
湾
」人
気


